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株主の皆様へ 
 

株主の皆様には平素から当社の事業運営に格別のご支援、ご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 
当社の第71回定時株主総会招集ご通知をお届けするにあたり、謹んでご挨拶申し上げます。 
当社は業務用卸売会社として「頼れる食のパートナー」を事業ミッションに据え、お客様の利

便性向上のために長年にわたって「品揃えの意志あるフルライン化」と「商物分離による提案営
業力の強化」に取り組んでまいりました。これら２つの軸は今後とも一貫して維持し外食産業の
更なる発展に貢献するとともに、今後伸長が期待される海外卸売事業、生鮮品を中心とする食材
の輸出事業、老人福祉施設向け食材卸売事業等にも積極的に取り組んでまいる所存です。株主の
皆様には、引き続き倍旧のご高配、ご鞭撻を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。 
 

株式会社 久 世 代表取締役社長 
 

久世 真也 
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株 主 各 位 
東京都豊島区東池袋二丁目29番７号 

株式会社 久 世 

代表取締役社長 久 世 真 也 

 
第71回定時株主総会招集ご通知 

 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 さて、当社第71回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し上げ
ます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数ながら後記株主
総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30
年６月25日（月曜日）午後５時までに到着するようご送付いただきたくお願い申し上げます。 

敬 具 
 

記 
 

1. 日   時 平成30年６月26日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時） 
2. 場   所 東京都豊島区南大塚三丁目33番６号 

  ホテルベルクラシック東京 ４階「フィガロ」の間 
  (末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください｡） 

3. 目 的 事 項 
 
 報 告 事 項 1. 第71期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） 

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件 

  2. 第71期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） 
計算書類内容報告の件 

 決 議 事 項  
  第１号議案 剰余金の処分の件 
  第２号議案 取締役６名選任の件 
  第３号議案 監査役１名選任の件 

 
以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

上げます。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。 
◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合には、インターネット

上の当社ウェブサイト（https://www.kuze.co.jp）にて、修正後の内容を掲載させていただきます。 
◎本総会終了後に、引き続き株主様に、当社の事業をより一層ご理解いただく場といたしまして､「会社説明会」

を開催いたします。ご多忙中とは存じますが、お時間の許す限りご出席を賜りますようご案内申し上げます。 
  

証券コード2708
平成30年６月11日
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議決権行使のご案内 
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議決権の行使には以下の２つの方法がございます。 
 

株主総会ご出席による議決権行使 

   

 株主総会開催日時 平成30年６月26日（火曜日）午前10時 
 
＜受付は午前９時00分に開始いたします＞ 

  

 

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。 

また、議事資料として本冊子をご持参くださいますようお願い申し上げます。 
 
※代理人による議決権のご行使は、議決権を有する株主の方１名に委任する場合に限られます。 

 なお、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので、ご了承ください。 

  

 

 

 

郵送によるご行使 

   

 行使期限 平成30年６月25日（月曜日）午後５時00分到着分まで 

  

 
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、行使期限までに到着するよう 

ご返送ください｡ 

  

 

● 議決権を同一方法により重複して行使された場合は、最後に行使されたものを有効なものとして取り扱います。 
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議案および参考事項 
 

第１号議案 剰余金の処分の件 
 
 剰余金の処分につきましては、中長期的視点での健全な株主資本を構成していくことと業績動向および財務体

質の強化を考慮しつつ、安定配当の維持を基本に置きながら弾力的に株主還元を図っていくことの二点を最重点

に置いてご提案をしていく方針であります。 

 当期の期末配当につきましては、以上の基本方針および当期業績等を勘案し、１株につき12円とさせていただ

きたく存じます。 

 

 

期末配当に関する事項  

1 
配当財産の種類 

金銭 

 

2 
株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額 

当社普通株式１株につき金12円 

総額 44,417,124円 

 

3 
剰余金の配当が効力を生じる日 

平成30年６月27日 
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第２号議案 取締役６名選任の件 
 
 取締役６名全員は、本定時株主総会の終結の時をもって任期満了となりますので、取締役６名の選任をお願い

したいと存じます。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 

 

 

候補者番号 1 
 

久
く

 世
ぜ

 健
け ん

 吉
き ち

 （昭和20年８月30日生） 
再 任   

   
 

   

候補者の有する当社の株式数 

661,625株 

 

 
 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
 
昭和45年４月 当社入社 
昭和49年５月 当社専務取締役 
昭和53年５月 当社代表取締役副社長 
平成２年４月 当社代表取締役社長 
平成22年６月 キスコフーズ株式会社取締役 
平成24年５月 久華世(成都)商貿有限公司董事長 
平成25年４月 久華世(成都)商貿有限公司董事 
平成29年６月 当社代表取締役会長（現任） 
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候補者番号 2 
 

久
く

 世
ぜ

 真
し ん

 也
や

 （昭和47年９月27日生） 
再 任   

   
 

   

候補者の有する当社の株式数 

270,050株 

 

 
 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
 
平成14年10月 当社入社 
平成19年６月 当社取締役営業本部東京支店副支店長 
平成19年12月 当社取締役経営企画室長 
平成21年５月 当社取締役広域営業本部副本部長兼広域営業部長 
平成21年７月 当社常務取締役広域営業本部副本部長兼広域営業部長 
平成22年６月 キスコフーズ株式会社代表取締役社長 
平成22年７月 当社常務取締役 
平成23年５月 KISCO FOODS INTERNATIONAL LIMITED 代表取締役社長（現任) 
平成23年７月 当社取締役 
平成24年５月 久世(香港)有限公司董事（現任) 
平成26年４月 旭水産株式会社取締役（現任) 
平成26年６月 当社取締役副社長 
 キスコフーズ株式会社取締役（現任） 
 株式会社久世フレッシュ・ワン取締役 
平成27年４月 当社取締役副社長営業本部長 
 久華世(成都)商貿有限公司董事（現任） 
平成27年８月 株式会社久世フレッシュ・ワン監査役（現任) 
平成28年３月 上海日生食品物流有限公司監事 
平成29年６月 当社代表取締役社長（現任） 
平成29年10月 上海日生食品物流有限公司董事（現任） 
 
重要な兼職の状況 
 

キスコフーズ株式会社取締役 
株式会社久世フレッシュ・ワン監査役 
旭水産株式会社取締役 
久世(香港)有限公司董事 
KISCO FOODS INTERNATIONAL LIMITED 代表取締役社長 
久華世(成都)商貿有限公司董事 
上海日生食品物流有限公司董事 
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候補者番号 3 
 

松
ま つ

 﨑
ざ き

 俊
と し

 幸
ゆ き

 （昭和23年８月30日生） 
再 任   

   
 

   

候補者の有する当社の株式数 

3,000株 

 

 
 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
 
平成９年10月 当社入社 
平成14年６月 当社取締役営業本部特販営業部長 
平成19年４月 当社常務取締役営業本部東京支店長兼営業本部アクロス営業部長 
平成21年７月 当社専務取締役営業本部長兼営業本部物流部長 
平成22年９月 当社専務取締役営業本部長兼東京支店長 
平成23年９月 久世(香港)有限公司董事 
平成24年１月 当社専務取締役営業本部長兼営業開発部長 
平成24年５月 久世(香港)有限公司董事長 (現任) 
 久華世(成都)商貿有限公司董事 (現任) 
平成25年６月 キスコフーズ株式会社取締役 
平成25年７月 当社専務取締役営業本部長 
平成26年４月 旭水産株式会社取締役 (現任) 
平成27年４月 当社専務取締役 (現任) 
 
重要な兼職の状況 
 

旭水産株式会社取締役 
久世(香港)有限公司董事長 
久華世(成都)商貿有限公司董事 
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候補者番号 4 
 

加
か

 藤
と う

 広
ひ ろ

 忠
た だ

 （昭和30年11月22日生） 
再 任   

   
 

   

候補者の有する当社の株式数 

9,000株 

 

 
 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
 
昭和54年７月 当社入社 
平成16年６月 当社取締役人事総務部長 
平成16年７月 当社取締役業務本部人事総務部長 
平成19年６月 キスコフーズ株式会社取締役（現任) 
平成20年５月 当社取締役人事総務部長 
平成21年５月 当社取締役業務本部人事総務部長 
平成21年10月 株式会社久世フレッシュ・ワン取締役 
平成22年７月 当社取締役業務本部長兼人事総務部長 
平成23年７月 当社取締役経営サポート本部人事総務部長 
平成24年４月 当社取締役経営サポート本部長兼人事総務部長 
平成28年４月 当社取締役経営サポート本部長 
平成29年６月 旭水産株式会社取締役（現任） 
平成29年６月 株式会社久世フレッシュ・ワン監査役（現任） 
平成29年６月 当社常務取締役経営サポート本部長（現任） 
平成29年10月 上海日生食品物流有限公司董事（現任） 
平成30年３月 久華世(成都)商貿有限公司董事（現任） 
平成30年４月 久世(香港)有限公司董事（現任） 
 
重要な兼職の状況 
 

キスコフーズ株式会社取締役 
株式会社久世フレッシュ・ワン監査役 
旭水産株式会社取締役 
久世(香港)有限公司董事 
久華世(成都)商貿有限公司董事 
上海日生食品物流有限公司董事 
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候補者番号 5 
 

後
ご

 藤
と う

 明
あ き

 彦
ひ こ

 （昭和29年８月27日生） 
再 任   

   
 

   

候補者の有する当社の株式数 

2,000株 

 

 
 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
 
平成18年３月 当社入社 
平成18年６月 当社業務本部経理部長兼財務管理課統括ＭＧ 
平成19年12月 キスコフーズ株式会社監査役 
平成21年５月 当社業務本部経理部長 
平成21年10月 株式会社久世フレッシュ・ワン取締役 
平成22年７月 当社業務本部経理部長兼財務管理課統括ＭＧ 
平成23年４月 当社経営サポート本部経理部長 
平成24年５月 久華世(成都)商貿有限公司監事 (現任) 
平成25年６月 当社取締役経営サポート本部経理部長（現任） 
平成29年10月 上海日生食品物流有限公司監事（現任） 
 
重要な兼職の状況 
 

久華世(成都)商貿有限公司監事 
上海日生食品物流有限公司監事 
 

 
 

候補者番号 6 
 

栗
く り

 林
ばやし

   勉
つとむ

 （昭和39年５月30日生） 
再 任   

   
 

   

候補者の有する当社の株式数 

―株 

 

 
 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
 
平成５年４月 あさひ（現 西村あさひ）法律事務所入社 
平成15年４月 栗林総合法律事務所開設、同代表弁護士（現任） 
平成21年４月 法制審議会委員（非訟事件手続法･家事審判法部会） 
平成26年４月 東京弁護士会副会長 
平成26年６月 当社取締役（現任） 
 
重要な兼職の状況 
 

栗林総合法律事務所代表弁護士 
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 (注) 1. 取締役候補者 久世健吉氏は、当社との間に次の特別の利害関係があります。 

      当社は同氏との間に、不動産の賃貸借契約書に基づく賃借取引があります。 

    2. 上記１を除き各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。 

    3. 栗林勉氏は社外取締役候補者であります。 

    4. 当社は栗林勉氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏が再任された場合は、当社は

引き続き同氏を独立役員とする予定であります。 

    5. 社外取締役候補者栗林勉氏の選任理由について 

     (1) 同氏は弁護士として長年にわたり活躍され、幅広い経験と企業法務および国際法務に関する高度な知識を有され

ておられることから、社外取締役として適任であると判断し、選任をお願いするものであります。 

     (2) 同氏は、栗林総合法律事務所の代表弁護士を兼任しており、同社と当社の間には顧問契約に基づく取引関係があ

りますが、その契約金額は僅少であることから、独立性は十分に確保されているものと判断しております。 

     (3) 同氏は現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は本定時株主総会の終結の時をもって

４年となります。 

      当社は、平成29年４月27日、公正取引委員会より下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」という｡）に基づく

勧告を受けました。 

      これは、当社がプライベートブランド商品の製造を委託しているお取引先様との契約に基づき「リベート」｢特別

条件」等としてお取引先様から金員を収受していた行為が、下請法の規定（第４条第１項第３号）に違反すると判

断されたものです。 

      同氏は、事前には当該違反行為を認識しておりませんでしたが、平素より取締役会等において法令遵守の重要性と

その徹底について適宜発言しており、本件においても取締役からの報告を求め、下請法をはじめとする関係法令の

遵守および再発防止に向けた提言を積極的に行うなど、その職責を果たしております。 

     (4) 当社は、取締役（業務執行取締役等である者を除く）候補者である同氏の選任が承認された場合、期待された役

割を充分に発揮できるよう責任限定契約を締結する予定であります。 

      なお、その契約内容の概要は次のとおりであります。 

・社外取締役が任務を怠ったことによって損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項の最低責任限度額を

限度として、その責任を負う。 

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過

失がないときに限るものとする。 
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第３号議案 監査役１名選任の件 
 
 監査役 和井田堯彦氏は、本定時株主総会の終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１名の選任を

お願いしたいと存じます。 

 なお、本議案に関しましては予め監査役会の同意を得ております。 

 監査役候補者は、次のとおりであります。 

 

 

  和
わ

井
い

田
だ

 堯
た か

 彦
ひ こ

 （昭和17年５月22日生） 
再 任   

   
 

   

候補者の有する当社の株式数 

―株 

 

 
 

略歴、地位および重要な兼職の状況 
 
昭和41年４月 キユーピー株式会社入社 
昭和63年12月 同社研究所研究４部長 
平成６年９月 同社新製品企画室長 
平成９年２月 同社取締役新製品企画室長 
平成12年７月 同社取締役営業本部商品部長 
平成13年２月 同社常務取締役商品本部長 
平成17年２月 同社退社 
平成22年６月 当社監査役（現任） 
平成25年６月 キスコフーズ株式会社監査役（現任） 
 
重要な兼職の状況 
 

キスコフーズ株式会社監査役 
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 (注) 1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

    2. 和井田堯彦氏は社外監査役候補者であります。 

    3. 当社は和井田堯彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏が再任された場合は、当

社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。 

    4. 社外監査役候補者和井田堯彦氏の選任理由について 

     (1) 同氏は、企業経営に対する幅広い見識と知識を有し、客観的立場から、経営の透明性、監査機能の強化を図るた

め、社外監査役として適任と判断し、選任をお願いするものであります。 

     (2) 同氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は本総会の終結の時をもって８年

となります。 

当社は、平成29年４月27日、公正取引委員会より下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」という｡）に基づく

勧告を受けました。 

これは、当社がプライベートブランド商品の製造を委託しているお取引先様との契約に基づき「リベート」｢特別

条件」等としてお取引先様から金員を収受していた行為が、下請法の規定（第４条第１項第３号）に違反すると判

断されたものです。同氏は、事前には当該違反行為を認識しておりませんでしたが、平素より取締役会等において

法令遵守の重要性とその徹底について適宜発言しており、本件においても取締役からの報告を求め、下請法をはじ

めとする関係法令の遵守および再発防止に向けた提言を積極的に行うなど、その職責を果たしております。 

 
以 上 
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1. 企業集団の現況に関する事項 

(1) 当連結会計年度の事業の状況 

 ① 事業の経過および成果 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府の景気対策等もあり緩やかな景気回復基調で推移したもの

の、可処分所得の伸び悩みもあり個人消費は盛り上がりに欠けました。また、人手不足を背景に、人件費や

物流費の上昇傾向が続くなど、環境は依然として楽観視できない状況が続いております。 

 当社グループが事業活動の中心としております外食・中食市場におきましては、一部特色のある飲食店に

よる伸びはあったものの、全般的には消費者の節約志向は続いており、市場の環境は依然として厳しい状況

となっております。 

 このような状況のもと、安定的な収益基盤の構築を最優先課題とし、中期経営計画「第３次Ｃ＆Ｇ中期経

営計画｣（平成27年４月～平成30年３月）の最終年度として、新規得意先の開拓及び既存得意先との関係強

化、提案営業を重視した営業体制の一層の整備と推進、徹底した物流業務の効率化による物流費の削減、物

流システムの導入をはじめとする業務の見直しによる品質向上を進め、引き続き事業ミッションに「頼れる

食のパートナー」を掲げ、｢お客様満足度Ｎo.１｣、｢三大都市圏Ｎo.1」の具体化に積極的に取り組んでまい

りました。 

 その結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高628億65百万円、営業利益４億29百万円、経常

利益５億45百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は４億15百万円となりました。 

 なお、当連結会計年度より連結計算書類を作成しているため、前連結会計年度との比較分析は行っており

ません。 

 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（食材卸売事業） 

 当セグメントにおきましては、新規得意先の開拓による営業基盤の拡大と既存得意先との取引深耕に努め

るとともに、効率性を意識した営業を推進し、品質面や価格面で競争力のある商品の提案営業を行ってまい

りました。更に経営課題である物流改善については、配送コースの組み換えによる配送効率の改善などの課

題に対応し、全般的な効率化に取り組んでまいりました。 

 このような結果、売上高は581億64百万円、セグメント利益（営業利益）は７億60百万円となりました。 

（食材製造事業） 

 当セグメントにおきましては、引き続き自社ブランド商品の販売強化と、生産性の向上による効率化を鋭

意進めてまいりました。 

 このような結果、売上高は47億13百万円、セグメント利益（営業利益）は４億80百万円となりました。 
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（不動産賃貸事業） 

 当セグメントにおきましては、主に連結子会社を対象に不動産賃貸を行っております。当事業の売上高は

１億47百万円、セグメント利益（営業利益）は１億10百万円となりました。 

 ② 設備投資の状況 

当連結会計年度において、当社および連結子会社が業容拡大のために実施いたしました設備投資の総額は

２億52百万円であり、その内訳は、食材卸売事業30百万円、食材製造事業１億43百万円、その他79百万円で

あります。 

 ③ 資金調達の状況 

当連結会計年度における設備投資に伴う資金は、自己資金にて充当いたしました。なお、当社は運転資金

の効率的な調達を行うため、取引金融機関３行との間でコミットメントライン契約を締結しております。当

期末におけるコミットメントラインの総額は30億円で借入実行残高はありません。 

 ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 

   該当事項はありません。 

 ⑤ 他の会社の事業の譲り受けの状況 

   該当事項はありません。 

 ⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 

   該当事項はありません。 

 ⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況 

該当事項はありません。 
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 ⑧ 対処すべき課題 

当社グループが事業活動分野としております外食・中食業界におきましては、長期的には人口減少にとも

なう市場の縮小が懸念され、今後ますます企業間の競争激化による再編・淘汰が進み、少子高齢化による人

材難も顕著になってまいりました。また、消費者の節約志向や安全性に対する意識が更に高まる等、環境は

依然として厳しいものと予想されます。短期的には、平成31年10月に予定されている消費税増税に向け、顧

客との信頼関係の強化と、情報システムをはじめとする体制構築が必要になります。 

このような状況のもと、顧客のより専門化したニーズに応え、更なる顧客満足度の向上を図りつつ、人材

育成に注力し、継続的な収益の確保と拡大を実現できる経営体制の確立が最重要課題と考えます。 

 ⑨ 法令の厳守とガバナンスの強化 

当社は、平成29年４月27日、公正取引委員会より下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」という｡）

に基づく勧告を受けました。 

これは、当社がプライベートブランド商品の製造を委託しているお取引先様との契約に基づき「リベート」

｢特別条件」等としてお取引先様から金員を収受していた行為が、下請法の規定（第４条第１項第３号）に

違反すると判断されたものです。 

当該下請代金の減額とされた金額（50百万円）全てについて平成29年４月20日までに返還いたしました。 

当社といたしましては、今回の勧告を真摯に受け止め、勧告内容を役員および全社員に周知徹底するとと

もに、下請法遵守に関する社内研修を実施するなどコンプライアンスの強化と再発防止に努めて参ります。 

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご指導を賜りますようお願い申し上げます。 

 

(2) 財産および損益の状況 

 ① 企業集団の財産および損益の状況の推移 
 

区    分 
第 68 期 

(平成27年３月期) 
第 69 期 

(平成28年３月期) 
第 70 期 

(平成29年３月期) 
第 71 期 

(平成30年３月期) 

売 上 高 (百万円) ― ― ― 62,865 

経 常 利 益  (百万円) ― ― ― 545 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 
当 期 純 利 益 

(百万円) ― ― ― 415 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) ― ― ― 112.20 

総 資 産 (百万円) ― ― ― 22,191 

純 資 産 (百万円) ― ― ― 6,050 

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) ― ― ― 1,627.49 
 
 (注) 当連結会計年度より連結計算書類を作成しているため、第70期（平成29年３月期）以前については記載しておりませ

ん。 
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 ② 当社の財産および損益の状況の推移 
 

区    分 
第 68 期 

(平成27年３月期) 
第 69 期 

(平成28年３月期) 
第 70 期 

(平成29年３月期) 
第 71 期 

(平成30年３月期) 

売 上 高 (百万円) 62,396 61,317 55,480 56,348 

経 常 利 益 ま た は 経 常 損 失(△) (百万円) △283 337 302 252 

当期純利益または当期純損失(△) (百万円) △513 199 181 200 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 
ま た は 当 期 純 損 失(△) 

(円) △132.40 51.59 47.86 54.14 

総 資 産 (百万円) 16,752 15,983 15,955 18,529 

純 資 産 (百万円) 3,564 3,663 3,720 4,284 

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 919.05 962.25 1,005.05 1,157.45 
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(3) 重要な親会社および子会社の状況 

 ① 親会社の状況 

   該当事項はありません。 

 ② 子会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容 

キ ス コ フ ー ズ 株 式 会 社 
百万円 

300 
 

％ 

100.0 
 

ブイヨン、スープ、ソース等の製造販売 

株 式 会 社 久 世 フ レ ッ シ ュ ・ ワ ン 
百万円 

30 
 

％ 

100.0 
 

生鮮野菜および農産物の販売 

旭 水 産 株 式 会 社 
百万円 

50 
 

％ 

100.0 
 

水産物の仕入・販売ならびに加工食品の開発
および販売 

久 世 （ 香 港 ） 有 限 公 司 
百万HK$ 

40 
 

％ 

100.0 
 

海外事業における情報収集 

KISCO FOODS INTERNATIONAL LIMITED 
百万NZ$ 

6 
 

％ 
100.0 
[100.0] 

ソース類の製造 

上 海 日 生 食 品 物 流 有 限 公 司 
百万US$ 

1 
 

％ 
82.1 
[82.1] 

業務用食品卸売、輸出入、物流、倉庫、仕入
品簡易加工 

 
 (注) 1. ｢議決権比率」欄の[内書]は、間接所有であります。 
    2. 当社連結子会社である久世（香港）有限公司が上海日生食品物流有限公司の株式を追加取得し、連結子会社といた

しました。 

 

(4) 主要な事業内容 

  外食産業向け食材等の卸売事業、ブイヨン、スープ、ソース等の製造販売事業、不動産賃貸事業 
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(5) 主要な営業所等 

 ① 当社 

   本社 東京都豊島区東池袋二丁目29番７号 

東京支店（東京都豊島区） 横浜支店（神奈川県横浜市） 

大阪支店（大阪府大阪市） 多摩営業所（東京都武蔵野市） 

埼玉営業所（埼玉県戸田市） 千葉営業所（千葉県千葉市） 

墨田営業所（東京都墨田区） 目黒営業所（東京都目黒区） 

藤沢営業所（神奈川県藤沢市） 名古屋営業所（愛知県名古屋市） 

神戸営業所（兵庫県神戸市） 戸田ＤＣ（埼玉県戸田市） 

浦和ＤＣ（埼玉県さいたま市） 美女木ＤＣ（埼玉県戸田市） 

横浜ＤＣ（神奈川県横浜市） 川崎ＤＣ（神奈川県川崎市） 

藤沢ＤＣ（神奈川県藤沢市） 千葉ＤＣ（千葉県千葉市） 

名古屋ＤＣ（愛知県名古屋市） 大阪天保山ＤＣ（大阪府大阪市） 

 

 ② 主要な子会社 

キスコフーズ株式会社 （東京都豊島区） 

株式会社久世フレッシュ・ワン （東京都豊島区） 

旭水産株式会社 （東京都中央区） 

久世（香港）有限公司 （香港） 

KISCO FOODS INTERNATIONAL LIMITED （ニュージーランド） 

上海日生食品物流有限公司 （中国） 
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(6) 従業員の状況 

 ① 企業集団の従業員の状況 
 

従    業    員    数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減 

580名 ― 
 
 (注) 1. 上記従業員数には、嘱託社員38名を含んでおります。 
    2. 上記従業員の他、臨時雇用者212名（１日１人7.5時間換算）を雇用しております。 

 

 ② 当社の従業員の状況 
 

区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

合計または平均 328名 18名増 38.5歳 9.4年 
 
 (注) 1. 上記従業員数には、子会社他よりの出向受入者４名、嘱託社員19名を含んでおります。 
    2. 上記従業員の他、子会社他に出向者27名がおります。 
    3. 上記従業員の他、臨時雇用者153名（１日１人7.5時間換算）を雇用しております。 

 

(7) 主要な借入先 

借    入    先 借 入 金 残 高 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,303百万円 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 604百万円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 543百万円 

株 式 会 社 横 浜 銀 行 66百万円 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 50百万円 

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 25百万円 

農 林 中 央 金 庫 25百万円 
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2. 株式に関する事項 

 ① 発行可能株式総数 12,000,000株

 ② 発行済株式総数 3,882,500株

 ③ 株 主 数 3,729名（前期末比263名増） 

 ④ 大 株 主（上位10位） 
 

株   主   名 持 株 数 持株比率 

久 世 健 吉 661,625株 17.87％ 

久 世 真 也 270,050株 7.29％ 

久 世 純 子 214,100株 5.78％ 

久 世 社 員 持 株 会 187,725株 5.07％ 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 140,000株 3.78％ 

株 式 会 社 ト ー ホ ー 135,000株 3.64％ 

久 世 将 寛 126,800株 3.42％ 

久 世 晃 介 126,600株 3.42％ 

三 菱 商 事 株 式 会 社 125,000株 3.37％ 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 125,000株 3.37％ 
 
 (注) 持株比率は、自己株式（181,073株）を控除して計算しております。 

 

 

3. 新株予約権等に関する事項 

 ① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況 

   該当事項はありません。 

 ② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付された新株予約権の状況 

   該当事項はありません。 
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4. 会社役員に関する事項 

 ① 取締役および監査役の状況 
 

地    位 氏      名 担   当 重要な兼職の状況 

代表取締役会長 久 世 健 吉   

代表取締役社長 久 世 真 也  

キスコフーズ㈱取締役 
㈱久世フレッシュ・ワン監査役 
旭水産㈱取締役 
久世(香港)有限公司董事 
KISCO FOODS INTERNATIONAL LIMITED 
代表取締役社長 
久華世(成都)商貿有限公司董事 
上海日生食品物流有限公司董事 

専 務 取 締 役 松 﨑 俊 幸  
旭水産㈱取締役 
久世(香港)有限公司董事長 
久華世(成都)商貿有限公司董事 

常 務 取 締 役 加 藤 広 忠 
経営サポート 
本部長 

キスコフーズ㈱取締役 
㈱久世フレッシュ・ワン監査役 
旭水産㈱取締役 
久華世(成都)商貿有限公司董事 
上海日生食品物流有限公司董事 

取 締 役 後 藤 明 彦 
経営サポート 
本部経理部長 

久華世(成都)商貿有限公司監事 
上海日生食品物流有限公司監事 

取 締 役 栗 林  勉  栗林総合法律事務所代表弁護士 

常 勤 監 査 役 伊 藤 英 夫  
キスコフーズ㈱監査役 
㈱久世フレッシュ・ワン監査役 

監 査 役 大 鹿 博 文  
イーウェストコンサルティング㈱代表取締役 
㈱チャーム・ケア・コーポレーション社外監査役 
㈱スマートバリュー社外監査役 

監 査 役 和 井 田  堯  彦  キスコフーズ㈱監査役 

 
 (注) 1. 取締役栗林勉氏は、社外取締役であります。 

2. 監査役大鹿博文氏、和井田堯彦氏は社外監査役であります。 

3. 当社は、取締役栗林勉氏および監査役大鹿博文氏、監査役和井田堯彦氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。 

  



〆≠●0 
04_9101901103006.docx 
 5/29/2018 1:59:00 PM印刷 10/15 

 

事業報告 

 

21 

 ② 会社役員の報酬等の額 
 

区   分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額 摘    要 

取 締 役 6名 148百万円 内社外１名 5百万円 

監 査 役 3名 23百万円 内社外２名11百万円 

合    計 9名 172百万円  
 
(注) 1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役に対する使用人分給与相当額（賞与を含む）19百万円は含まれており

ません。 
2. 取締役の報酬額は、平成19年６月27日開催の第60回定時株主総会において年額200百万円以内（使用人兼務取締役

の使用人給与は含まない）とご決議いただいております。 
3. 監査役の報酬額は、平成19年６月27日開催の第60回定時株主総会において年額36百万円以内とご決議いただいてお

ります。 
4. 上記報酬等の額には、当事業年度において計上した役員退職慰労引当金繰入額９百万円を含んでおります。 

 

 ③ 社外役員に関する事項 

   ・重要な兼職先である他の法人等と当社の関係 

社外取締役栗林勉氏の兼職先である栗林総合法律事務所は当社と資本・商取引等の関係はありません。 

社外監査役大鹿博文氏の兼職先であるイーウェストコンサルティング㈱および㈱チャーム・ケア・コー

ポレーション、㈱スマートバリューは当社と資本・商取引等の関係はありません。 

   ・当事業年度における主な活動状況 
 
区  分 氏   名 取締役会 監査役会 主な活動状況 

社外取締役 栗 林   勉 
17／19回 

（89％） 
― 

当事業年度開催の取締役会には、19回中17回に出席し、疑問点を
明らかにするために適宜質問し、意見を述べております。 

社外監査役 大 鹿 博 文 
17／19回 

（89％） 

12／12回 

（100％） 

当事業年度開催の取締役会には、19回中17回に出席し、疑問点を
明らかにするために適宜質問し、意見を述べております。また当
事業年度開催の監査役会には12回中12回に出席し、監査結果につ
いて意見交換、監査に関する重要事項の協議を行っております。 

社外監査役 和井田 堯 彦 
18／19回 

（94％） 

12／12回 

（100％） 

当事業年度開催の取締役会には、19回中18回に出席し、疑問点を
明らかにするために適宜質問し、意見を述べております。また当
事業年度開催の監査役会には12回中12回に出席し、監査結果につ
いて意見交換、監査に関する重要事項の協議を行っております。 

 
 (注)  当社は、平成29年４月27日、公正取引委員会より下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」という｡）に基づく勧告

を受けました。 
これは、当社がプライベートブランド商品の製造を委託しているお取引先様との契約に基づき「リベート」｢特別条件」
等としてお取引先様から金員を収受していた行為が、下請法の規定（第４条第１項第３号）に違反すると判断された
ものです。 
各社外役員は、事前には当該違反行為を認識しておりませんでしたが、平素より取締役会等において法令遵守の重要
性とその徹底について適宜発言しており、本件においても取締役からの報告を求め、下請法をはじめとする関係法令
の遵守および再発防止に向けた提言を積極的に行うなど、その職責を果たしております。 
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5. 会計監査人の状況 

 ① 会計監査人の名称 

   新日本有限責任監査法人 

 ② 会計監査人の報酬等の額 

   当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額    25百万円 

   当社および子会社が会計監査人に支払うべき 

   金銭その他の財産上の利益の合計額       25百万円 
 

(注)1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等

の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計

額を記載しております。 

2.当社監査役会は、日本監査役協会が公表している「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の

監査計画と実績の比較、監査時間および報酬額を確認し、当事業年度の監査予定時間および報酬額の妥当性を検

討した結果、監査法人の報酬につき、会社法第399条第１項の同意をしております。 

 

 ③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

   監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会

に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。 

   また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員

の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。 
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6. 業務の適正を確保するための体制 

当社は、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取締役会に
おいて決議しております。その概要は以下のとおりであります。 

(1) 当社および当社グループ会社の取締役、従業員の職務執行が法令・定款に適合することを
確保するための体制 

① 当社は「経営理念」および社員の行動基準である「ＫＵＺＥ ＷＡＹ」を定め、これをすべての判断基
準に据えて、目指すべき企業の実現のため邁進する。 

② 業務が適正に遂行される体制構築のため、｢基本規程｣、｢組織運営規程｣、｢就業規程｣、｢業務管理規程」
等を定める。 

③ 取締役が他の取締役の法令または定款違反を発見した場合は、直ちに監査役会および取締役会に報告す
る。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
① 取締役の職務の執行に係る情報は、｢文書管理規程」に基づき、適切に保存および管理を行う。 
② 取締役および監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。 
 

(3) 当社および当社グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
① リスク管理体制の基礎として、｢危機管理マニュアル」を定め、事業の推進に伴って生じ得るすべての

リスクを詳細に把握・分析しこれに備える。 
② 定期的に開催される内部管理定例会議において、各部門で発生しているリスクを共有化するとともに上

位組織の内部統制委員会にて対応を講じる。 
③ 不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チームおよび顧問弁

護士等を含む外部アドバイザーチームを組織し、迅速な対応を行い、損害の拡大を最小限に止める体制
を整える。 

 

(4) 当社および当社グループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制 

① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回定
時開催するほか、必要に応じて適時臨時に開催するものとし、当社の経営方針および経営戦略に係る重
要事項については事前に取締役、監査役によって構成される常務会において議論を行い、その審議を経
て執行決定を行うものとする。 

② 取締役会の決定に基づく業務執行については、｢組織規程｣、｢業務分掌規程」に、それぞれの責任者お
よびその責任、執行手続きの詳細について定めることとする。 

 

(5) 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 
① 子会社における業務が適正に遂行される体制構築のため、グループ共通の「経営理念」ならびに社員の

行動基準である「ＫＵＺＥ ＷＡＹ」を定め、それを基礎としてグループ各社で規程を定めている。ま
た、管理業務の一元化（人事・総務、経理・財務、業務システム）により適切な業務管理を行う。   
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② 子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、事業の状況に関する定期的な報告と重要事項につ
いて事前協議を行う。 

③ 取締役は子会社において法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事項を発見した場合は、監査
役に報告する。 

 

(6) 監査役の職務を補助すべき従業員に関する体制と当該従業員の取締役からの独立性に関す
る事項 

① 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合は、必要に応じて監査役の業務補助者を
置くこととし、その人事については取締役と監査役が意見交換を行い、監査役の了承を得るものとする。 

② 監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された従業員への指揮権は監査役に移譲されたものとし、
取締役の指揮命令は受けないものとする。 

 

(7) 取締役および従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 
① 監査役は取締役会、常務会、予算会議、その他の重要な会議に出席し、また、重要な決裁書類を閲覧す

る。取締役は、取締役会等の重要な会議において、その担当する業務の執行状況を報告する。 
② 取締役および従業員は、重要な法令・定款違反等および当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知

ったときは、遅延なく監査役に報告する。また、監査役は、必要に応じて取締役および従業員に対し報
告を求めることができる。 

③ 当社は、前号に従い監査役への報告を行った当社および当社グループ会社の取締役および従業員に対し
て不利益な取扱いを行うことを禁じ、その旨を当社グループ会社の役員および従業員に周知徹底する。 

④ 監査役の職務執行に関して生ずる費用については、会社の経費予算の範囲内において、担当部門におい
て審議のうえ不要であるとの証明がなされた場合を除き速やかに会社が負担する。 

 

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
① 監査役は、内部監査部と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監査部に調査を求めることがで

きる。 
② 監査役は、取締役と定期的に意見および情報の交換を行う。 
 

(9) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 
① 当社は市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力および団体とは一切関係を持たず、さらに反社

会的勢力および団体からの要求を断固拒否し、これらと係わりある企業、団体、個人とはいかなる取引
も行わないとする方針を堅持する。 

 

(10)財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 
① 当社は金融商品取引法およびその他の法令の定めに従って、財務報告に係る内部統制が有効かつ適切に

行われる体制の整備、運用、評価を継続的に行い、財務報告の信頼性と適正性を確保する。 
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7. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。 

(1) 定例取締役会を毎月１回、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速な情報共有ならびに業務遂行に

努めました。当事業年度におきましては計19回開催いたしました。 

(2)「内部管理定例会議」を四半期ごとに開催し、内部統制システムの運用状況の確認、リスクや問題点の把

握、課題解決に向けた対応策の協議を行いました。 

(3) コンプライアンスについては、従業員の行動基準である「ＫＵＺＥ ＷＡＹ」の入社時研修を行いました。 

(4) 関係会社の管理については「関係会社管理規程」を定め、諸施策の事前承認ならびに活動の結果、管理体

制について報告を受けました。 

(5) 監査役は、取締役および使用人の職務の執行について監査を行うとともに、監査役会を12回開催し、監査

に関する重要事項について協議を行いました。また、各取締役と情報交換を行うなど、執行部門と監査部

門の連携を図りました。 

(6) 内部監査部は、実施した監査について社長および監査役に報告するとともに、｢経営戦略会議」に報告い

たしました。 

 

  



〆≠●0 
04_9101901103006.docx 
 5/29/2018 1:59:00 PM印刷 15/15 

 

 
 

26 

 

 



〆≠●0 
05_9101901103006.docx 
 5/28/2018 6:09:00 PM印刷 1/10 

 

連結計算書類 
 

27 

 
連結貸借対照表 (平成30年３月31日現在)  (単位：百万円)

科    目 金    額  科    目 金    額 
 
(資産の部) 

流動資産 

現金及び預金 

受取手形及び売掛金 

商品及び製品 

原材料及び貯蔵品 

繰延税金資産 

その他 

貸倒引当金 

固定資産 

(有形固定資産) 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土地 

建設仮勘定 

その他 

(無形固定資産) 

のれん 

その他 

(投資その他の資産) 

投資有価証券 

敷金及び保証金 

保険積立金 

繰延税金資産 

その他 

貸倒引当金 

 

 

15,950 

5,020 

7,629 

2,355 

227 

110 

644 

△36 

6,241 

2,184 

677 

399 

982 

3 

121 

439 

219 

220 

3,616 

2,313 

406 

826 

28 

130 

△89 

  
(負債の部) 

流動負債 

支払手形及び買掛金 

１年内返済予定長期借入金 

未払金 

未払法人税等 

未払消費税等 

賞与引当金 

その他 

固定負債 

長期借入金 

繰延税金負債 

役員退職慰労引当金 

退職給付に係る負債 

資産除去債務 

その他 

 

 

13,748 

10,755 

1,127 

1,177 

64 

91 

221 

310 

2,393 

1,491 

306 

189 

214 

78 

113 

 負債合計 16,141 
  

(純資産の部) 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

自己株式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

為替換算調整勘定 

退職給付に係る調整累計額 

非支配株主持分 

 
 

5,061 

302 

291 

4,619 

△151 

962 

935 

3 

35 

△12 

26 

 純資産合計 6,050 

資産合計 22,191  負債・純資産合計 22,191 
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連結損益計算書 (平成29年４月１日から平成30年３月31日まで) (単位：百万円)

科    目 金    額 

売上高  62,865 

売上原価  50,837 

売上総利益  12,027 

販売費及び一般管理費  11,598 

営業利益  429 

営業外収益   

受取利息 3  

受取配当金 23  

受取事務手数料 66  

物流業務受託収入 39  

その他 76 209 

営業外費用   

支払利息 11  

支払手数料 12  

物流業務受託収入原価 58  

持分法による投資損失 6  

その他 3 92 

経常利益  545 

特別利益   

投資有価証券売却益 16  

段階取得に係る差益 15 31 

特別損失   

固定資産除却損 5 5 

税金等調整前当期純利益  572 

法人税、住民税及び事業税 115  

法人税等調整額 41 156 

当期純利益  415 

親会社株主に帰属する当期純利益  415 
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連結株主資本等変動計算書 (平成29年４月１日から平成30年３月31日まで) （単位：百万円）

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 
合  計 

当期首残高 302 291 4,248 △151 4,690 

当期中の変動額      

剰余金の配当   △44  △44 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

  415  415 

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額(純額) 

     

当期中の変動額合計 ― ― 370 ― 370 

当期末残高 302 291 4,619 △151 5,061 

 
 

 

その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰延ヘッジ損益 
為替換算 
調整勘定 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利益 
累 計 額 合 計 

当期首残高 527 1 65 △15 579 ― 5,270 

当期中の変動額        

剰余金の配当       △44 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

      415 

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額(純額) 

407 2 △29 2 382 26 408 

当期中の変動額合計 407 2 △29 2 382 26 779 

当期末残高 935 3 35 △12 962 26 6,050 
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連 結 注 記 表 

 
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記) 

1. 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数  6社 

連結子会社の名称 
キスコフーズ株式会社 
株式会社久世フレッシュ・ワン 
KISCO FOODS INTERNATIONAL LIMITED 
久世（香港）有限公司 
旭水産株式会社 
上海日生食品物流有限公司 
持分法適用会社でありました上海日生食品物流有限公司は株式の追加取得に伴い子会社化し、当連結
会計年度より連結子会社となりました。 

 (2) 非連結子会社の数  2社 
非連結子会社の名称 

久華世（成都）商貿有限公司 
豊洲フーズ株式会社 

連結の範囲から除いた理由 
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（特分に見合う額）及び
利益剰余金（特分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ
ります。 

 
2. 持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法を適用した関連会社の数     0社 

上海日生食品物流有限公司は株式の追加取得により子会社となったため、当連結会計年度末において持
分法の適用範囲より除外しております。 

 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数  2社 
会社等の名称 

久華世（成都）商貿有限公司 
豊洲フーズ株式会社 

持分法を適用しない理由 
持分法を適用しない会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要
性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 
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3. 連結子会社及び持分法適用会社の事業年度に関する事項 
連結子会社のうち、久世（香港）有限公司、上海日生食品物流有限公司の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引
については、連結上必要な調整を行っております。 

 
4. 会計方針に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ① 有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

  ② たな卸資産 
   ａ 商品・製品・原材料 

主に総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定） 

   ｂ 貯蔵品 
主に最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定） 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

主として、建物(建物附属設備を除く)については定額法、その他については定率法を採用しておりま
す。ただし、賃貸用のものについては定額法、並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物及び構築物    2年～45年 
機械装置及び運搬具  4年～12年 
その他        4年～20年 

  ② 無形固定資産(リース資産を除く) 
主として定額法を採用しております。 
なお、主な償却年数は、次のとおりであります。 
ソフトウエア（自社利用分）  5年（社内における利用可能期間） 

  ③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上し
ております。 

  ③ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しており
ます。 

 (4) 退職給付に係る会計処理の方法 
  ① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。 

  ② 数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（５年）により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 
  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
   a. ヘッジ手段・・・為替予約 
   b. ヘッジ対象・・・買掛金 
  ③ ヘッジ方針 

為替変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 
  ④ ヘッジ有効性の評価 

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、ヘッジの有効性を評価しております。 
 (6) のれんの償却に関する事項 

のれんの償却については５年間の均等償却を行っております。 
 (7) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(連結貸借対照表に関する注記) 
1. 担保に供している資産およびこれに対応する債務 
 (1) 担保に供している資産 

建        物 158百万円
土        地 442百万円

     計 601百万円
 (2) 担保付債務 

１年内返済予定長期借入金 423百万円
長 期 借 入 金 746百万円

     計 1,170百万円
 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,081百万円
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記) 
1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数  
  普通株式 3,882,500株

 
2. 配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 

 

決   議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基 準 日 効力発生日 

平成29年６月22日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 44 12.0 平成29年３月31日 平成29年６月23日 

 
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
   平成30年６月26日開催の定時株主総会に次のとおり付議いたします。 

 

決   議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基 準 日 効力発生日 

平成30年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 44 利益剰余金 12.0 平成30年３月31日 平成30年６月27日 
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(金融商品に関する注記) 
1. 金融商品の状況に関する事項 
 (1) 金融商品に対する取組方針 

当連結会計年度末現在、当社グループは、主に卸売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な
資金は主に銀行借入にて資金調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、
短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。なお、当社は投機的な取引は行わない方針であ
ります。 

 (2) 金融商品の内容及びリスク 
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクが存在します。投資有価証券は、業務上の関
係を有する企業の株式等であり、市場価格の変動リスク及び発行主体の信用リスク等が存在します。 
営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は、全て１年以内に支払期日が到来します。借入金は、主
に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年後であります。 
デリバティブ取引は、外貨建ての債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とする為替予
約であります。なおヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価
方法については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「4. 会計方針に関する事項 
(5) 重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。 

 (3) 金融商品に係るリスク管理体制 
  ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

受取手形及び売掛金については、販売管理規程に従い営業債権について、営業本部で取引先の信用状
況を把握するとともに債権回収の期日管理を行い、回収懸念の早期把握に努めております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業
との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 
当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、その見込
みとの乖離を随時把握することで流動性リスクを管理しております。 

 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合に算定された価格が含まれて
おります。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価格が変動することもあります。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 
平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません。((注２）
参照） 

（単位：百万円）  

 
連結貸借対照表計上額

(＊) 
時   価(*) 差   額 

(1) 現金及び預金 5,020 5,020 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 7,629 7,629 ― 

(3) 投資有価証券    

   その他有価証券 2,135 2,135 ― 

(4) 支払手形及び買掛金 (10,755) (10,755) ― 

(5) 未払金 (1,177) (1,177) ― 

(6) 長期借入金（１年内返済予定を含む） (2,618) (2,624) (5) 
 

(＊)負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

   (1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

   (3) 投資有価証券 

これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。 

   (4) 支払手形及び買掛金、並びに (5) 未払金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

   (6) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。 

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額178百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。 

 
(１株当たり情報に関する注記) 

1. １株当たり純資産額 1,627円49銭
2. １株当たり当期純利益 112円20銭

 
(重要な後発事象に関する注記) 

 該当事項はありません。 
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貸借対照表 (平成30年３月31日現在)  (単位：百万円)

科    目 金    額  科    目 金    額 
 
(資産の部) 

流動資産 

現金及び預金 

受取手形 

売掛金 

商品 

貯蔵品 

繰延税金資産 

前払費用 

未収入金 

その他 

貸倒引当金 

固定資産 

(有形固定資産) 

建物 

構築物 

機械及び装置 

車両運搬具 

工具、器具及び備品 

土地 

リース資産 

(無形固定資産) 

借地権 

ソフトウェア 

リース資産 

その他 

(投資その他の資産) 

投資有価証券 

関係会社株式 

長期貸付金 

破産更生債権等 

長期前払費用 

敷金及び保証金 

保険積立金 

その他 

貸倒引当金 

 
 

12,703 

3,860 

2 

6,532 

1,670 

5 

65 

81 

508 

3 

△27 

5,826 

1,326 

480 

1 

0 

0 

9 

796 

39 

144 

36 

38 

19 

49 

4,354 

2,160 

979 

455 

89 

30 

372 

773 

0 

△506 

  
(負債の部) 
流動負債 
支払手形 
買掛金 
１年内返済予定長期借入金 
リース債務 
未払金 
未払費用 
未払法人税等 
未払消費税等 
前受金 
預り金 
賞与引当金 
その他 

固定負債 
長期借入金 
リース債務 
長期未払金 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
資産除去債務 
繰延税金負債 
その他 

 
 

12,184 
103 

9,810 
976 
32 
888 
89 
16 
57 
2 

63 
121 
21 

2,060 
1,300 

33 
3 

161 
158 
76 
306 
19 

 負債合計 14,244 
  

(純資産の部) 
株主資本 
資本金 
資本剰余金 
資本準備金 
利益剰余金 
利益準備金 
その他利益剰余金 
別途積立金 
繰越利益剰余金 

自己株式 
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

 
 

3,350 
302 
291 
291 

2,907 
15 

2,892 
2,110 

782 
△151 

934 
934 

 純資産合計 4,284 

資産合計 18,529  負債・純資産合計 18,529 
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損益計算書 (平成29年４月１日から平成30年３月31日まで) (単位：百万円)

科    目 金    額 

売上高  56,348 

売上原価  46,719 

売上総利益  9,628 

販売費及び一般管理費  9,566 

営業利益  62 

営業外収益   

受取利息 7  

受取配当金 81  

受取事務手数料 83  

物流業務受託収入 39  

その他 58 269 

営業外費用   

支払利息 7  

支払手数料 12  

物流業務受託収入原価 58  

その他 0 79 

経常利益  252 

特別利益   

投資有価証券売却益 16 16 

税引前当期純利益  269 

法人税、住民税及び事業税 39  

法人税等調整額 29 68 

当期純利益  200 
 

  



〆≠●0 
06_9101901103006.docx 
 5/28/2018 6:26:00 PM印刷 3/9 

 

計算書類 

 

39 

 
株主資本等変動計算書 (平成29年４月１日から平成30年３月31日まで) （単位：百万円）

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 
繰越利益 
剰 余 金 

当期首残高 302 291 15 2,110 626 

当期中の変動額      

剰余金の配当     △44 

当期純利益     200 

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額(純額) 

     

当期中の変動額合計 ― ― ― ― 155 

当期末残高 302 291 15 2,110 782 

 
 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合  計 

その他有価 
証券評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 利益剰余金 

合   計 

当期首残高 2,751 △151 3,194 525 525 3,720 

当期中の変動額       

剰余金の配当 △44  △44   △44 

当期純利益 200  200   200 

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額(純額) 

   408 408 408 

当期中の変動額合計 155 ― 155 408 408 564 

当期末残高 2,907 △151 3,350 934 934 4,284 
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個 別 注 記 表 

 
(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

1. 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ① 子会社株式 

移動平均法による原価法 
  ② その他有価証券 

時価のあるもの 
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

 (2) たな卸資産 
  ① 商品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定） 

  ② 貯蔵品 
最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 
2. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 
   建物（建物附属設備を除く）については定額法、その他については定率法を採用しております。ただし、

賃貸用のものについては定額法並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物      2年～45年 
構築物     10年～20年 
工具器具備品  2年～20年 
その他     4年～12年 

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法を採用しております。 
なお、主な償却年数は、次のとおりであります。 
ソフトウエア（自社利用分）  5年（社内における利用可能期間） 

 (3) 長期前払費用 
均等償却によっております。 
なお、主な償却期間は5年であります。 
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 (4) リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
3. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しており
ます。 

(3) 退職給付引当金 
① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（５年）により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。 

 
4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
(1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の
方法と異なっております。 

(2) 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(貸借対照表に関する注記) 
1. 関係会社に対する金銭債権債務 
  当該関係会社に関する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。 
  短 期 金 銭 債 権 7百万円
  長 期 金 銭 債 権 455百万円
  短 期 金 銭 債 務 169百万円
 
2. 取締役に対する金銭債権 22百万円
 
3. 有形固定資産の減価償却累計額 1,949百万円
 
4. 担保に供している資産およびこれに対応する債務 
 (1) 担保に供している資産 

建        物 158百万円
土        地 442百万円

     計 601百万円
 (2) 対応する債務 

１年内返済予定長期借入金 423百万円
長 期 借 入 金  746百万円

     計 1,170百万円
 
(損益計算書に関する注記) 

1. 関係会社との取引高 
  売    上    高 160百万円
  仕    入    高 2,394百万円
  販売費及び一般管理費 1百万円
  営業取引以外の取引高 79百万円

 
(株主資本等変動計算書に関する注記) 

1. 当事業年度末における自己株式の種類及び株式教 
  普通株式 181,073株
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(税効果会計に関する注記) 
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
(1) 繰延税金資産 

賞与引当金 37百万円
貸倒引当金 163百万円
役員退職慰労引当金 48百万円
投資有価証券評価損 13百万円
関係会社株式評価損 83百万円
退職給付引当金 49百万円
資産除去債務 23百万円
その他 24百万円

繰延税金資産小計 443百万円
評価性引当額 △262百万円

繰延税金資産合計 181百万円
(2) 繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △412百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △7百万円
その他 △2百万円

繰延税金負債合計 △422百万円

(3) 繰延税金資産（負債）の純額 △241百万円
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(関連当事者との取引に関する注記) 
1. 子会社及び関連会社等 

 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有 
(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 キスコフーズ㈱ 
(所有) 
直接100.0％ 

同社製品の一部 
購入 
役員の兼任 

営業取引 
製品の仕入 
（注１、２） 

1,524 買掛金 126 

子会社 
㈱久世 
フレッシュ・ワン 

(所有) 
直接100.0％ 

同社商品の一部 
購入 
資金の貸付 
役員の兼任 

営業取引 
商品の仕入 
（注１、２） 

836 買掛金 31 

営業取引 
以外の取引 

資金の貸付 
（注３） 

― 長期貸付金 455 

利息の受取 
（注４） 

4 ― ― 

子会社 久世(香港)有限公司 
(所有) 
直接100.0％ 

資金取引 
役員の兼任 

資金取引 
増資の引受 
（注５） 

319 ― ― 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 1. 取引条件は、市場相場を勘案し決定しております。 

2. 記載金額の内、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等が含まれております。 

3. 関係会社への貸付金につき、合計417百万円の貸倒引当金を計上しております。 

4. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

5. 関係会社への資金需要等を考慮のうえ、増資の引受を行っております。 

 



〆≠●0 
06_9101901103006.docx 
 5/28/2018 6:26:00 PM印刷 9/9 

 

計算書類 

 

45 

2. 役員及び個人主要株主等 
 

種類 
会社等の名称 
または氏名 

議決権等の所有 
(被所有)割合 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

役員 久世健吉 
(被所有) 
直接 17.87％ 

当社代表取締役会長 

不動産の賃借 (注１) 37 ― ― 

不動産の賃借に対する 
保証金の差入れ(注１) 

― 保証金 22 

役員の 
近親者 

久世良三 ― 
当社代表取締役会長の実弟 
㈱サンクゼール 
代表取締役社長 

営業取引 
（注２） 

商品の販売 49 売掛金 13 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 1. 久世健吉氏からの本社及び駐車場用地の賃借料について、本社については不動産鑑定士の鑑定評価額に基づき、駐

車場用地については近隣の取引実勢価格に基づき決定しております。また、賃料の８ヶ月分相当を保証金として差

し入れております。 

2. 久世良三氏との取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

株式会社サンクゼールとの当社商品の販売については、市場価格を参考に決定しております。 

3. 記載金額の内、取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 
(１株当たり情報に関する注記) 

1. １株当たり純資産額 1,157円45銭
2. １株当たり当期純利益 54円14銭

 
(重要な後発事象に関する注記) 

 該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
平成30年５月24日 

 
株式会社 久 世 
 
  
 取 締 役 会 御中 
 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 井 尾   稔 ㊞ 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 櫛 田 達 也 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社久世の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社久世及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上 
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
平成30年５月24日 

 
株式会社 久 世 
 
  
 取 締 役 会 御中 
 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 井 尾   稔 ㊞ 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 櫛 田 達 也 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社久世の平成29年４月１日から平成30年３月31日ま
での第71期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

 
監 査 報 告 書 

 
 当監査役会は平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第71期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査
役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下の通
り報告いたします。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
   監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ

か、取締役等から職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、重要な決裁書類等
を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。子会社については、子会社の
取締役と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社に赴き、事業の状況及び子会社に於ける職務の執行
状況について報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類及びその附属明細書について検討いたしました。 

   さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から 
｢職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備して
いる旨の通知を受けました。 

   以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書、連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 
2. 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 
② 取締役の職務の執行に関しては、子会社等に関する職務を含め、不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。なお、当社が公正取引委員会から下請代金支払遅延等防止法に基づく勧告を受
けた件については、勧告内容が全社員に周知徹底され、下請法遵守体制の徹底に取組み、再発防止に努めてい
る事を確認しております。 

③ 内部統制システムに関する取締役の職務の執行については、指摘すべき事項は認められません。今後とも継続
的な内部統制システムの整備・充実が必要であると認識しております。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。 

 
 平成30年５月25日 

株式会社 久 世 監査役会 

常勤監査役 伊 藤 英 夫 ㊞

社外監査役 大 鹿 博 文 ㊞

社外監査役 和井田 堯 彦 ㊞

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

 

■ 日 時 平成30年６月26日（火曜日） 
 
■ 会 場 東京都豊島区南大塚三丁目33番６号 

      ホテルベルクラシック東京 ４階「フィガロ」の間 
      電話 03－5950－1200（代表） 
 
■ 交 通 JR山手線 大塚駅 南口より   徒歩約２分 
      都電荒川線 大塚駅前駅より   徒歩約２分 
      東京メトロ丸ノ内線 新大塚駅より徒歩約７分 
 

 

 

株式会社 久 世 




